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書評
熊沢誠著
『国家のなかの国家一労働党
政権下の労働組合・1964-70」
大 塚
?
ひとつの思想に基づいて，それを原点としながら現代を語るのは，次々と新しい情報が
知識として入ってくるこの時代にあっては，その思想的営みにおいて極度の緊張を保つこ
とのできるごく少数の人々にしか可能ではないように思われる。知識が思想にまで昇華し
にくいのは， この時代が競争社会だからであろうか，あるいは過渡期だからであろうか。
いずれにせよ，確かな思想に基づいて論旨を展開する人の書物をひもとくのは，ある種の
羨望をともなった快感を我々に与えてくれる。
ここにとりあげた書物は，著者が『産業史における労働組合機能J(ミネルヴァ書房），
『寡占体制と労働組合」（新評論）， 『労働のなかの復権』（三一新書）， 『労働者管理の草の
根」（日本評論社）などにつづいて， 一貫していわば「労働」の相の下に現代を描いたも
ののひとつである。そればかりではない。イギリスにおける革新政権下の労働組合を対象
に設定することによって，所得政策，生産性協約，労使関係法などの1960年代半ばから展
開された一連の政策が，国家と「社会」は結局相い入れないのだという自覚を労働組合に
もたらさざるをえない過程として見事に描かれているのである。そのことは，次のような
この書の構成をみてもうかがえるであろう。
1章 64年の状況・ウィルスンとユニオンリーダー， 2章 64年の状況・労働のなかの
人びと， 3章所得政策の初期， 4章所得政策の展開， 5章所得政策の終局， 6章
生産性協約の登場， 7章生産性協約の普及， 8章生産性協約と抵抗の論理， 9章労
使関係・改革の提案， 10章労使関係・改革の挫折， 11章政府と労働組合（上）， 12章
政府と労働組合（下）。
我国の労働運動にとって多くの教訓を含む，革新政府の「計画」と労働組合の「自治」
が織りなす緊張と対立の物語を，早速簡単に紹介してみよう。
??
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最初の 2つの章は， 「われらの政府」ウィルスン政権が成立した時点のイギリス国民経
済，労働党の性格，労使関係の実情，職場の労働者などの一般的な状況の説明である。労
働党政権の前途は明るくなかった。労働組合が，完全雇用下のショップ・スチュワードに
よる職場交渉の成果によって，政治行動をあまり必要としなかったばかりでなく，労働党
のホワイトカラー化，政策上の保守党との接近—ボンド防衛を至上のものとし，イギリ
ス経済の計画的成長を図る一に対して次第に冷やかになっていたからである。だが政権
を担当する以上，指摘されていた労働コストの上昇，ィンフレの高進，労働生産性の遅れ
などに労働党は国民経済という観点からとり組まなければならなかった。その第一歩が64
年の経済4団体による「共同宣言」だったのである。社会保障の充実を約しTUC(労働
組合会議）の承認をとりつけたこの宜言は，生産性向上の条件一一技術革新や労働配置の
流動化を促進する一ー・を整備し，価格と賃金を抑制する機構を打ちたてる旨を，労使と政
府が確認したものであった。「われらの政府」のためにイギリスの労働組合は，政府の意
図をさしあたり「精神」のうえでは承認したのである。
同じ頃，産業レベルでも労働党の所得政策の意向をくんで，生産性の向上を図り，稼得
賃金を賃金率に結合することによって賃金を安定化させようという全国協約が，機械・造
船業労働組合総連合と機械工業使用者連盟との間に結ばれていた。だが職場交渉による職
場の賃上げ圧力は押えられなかったし，協約に盛られた生産性上昇率の範囲内での賃金の
上昇率という約束は，その具体的指示ー一時間ー動作研究など一ーを欠いていて実効は疑
わしかつに。「共同宜言」，全国協約は共に，その意図を確認するに留まったのである。著
者はこれらに対する労働組合の承認をマヌーバー的抵抗として位置づけている。労使関係
の実情は，職場における労働者たちの規制が根づいていたからである。クラフツマンの働
く重電気職場（刺激的出来高給に対する作業ペースや稼得賃金規制）， ェンジン部品工場
（年収の最高•最低規制， 時間研究の拒否）， 造船所（仕事の融通性，互換性の拒否，過
剰な人員配置，生産量の制限），印刷工場（縄張り設定）ばかりが例としてあげられるのみ
ではない。熟練エとは縁のない港湾では， 「作業集団または労働社会が内在させている
＜平等を通じての保障＞という黙契」 (33頁）があり，それが「継続ルール」一ある仕事
を終わりまで担当する一ーや「交番制」，「継ぎ目ルール」と呼ばれる労働配置の慣行を形成
させていた。ドッカーたちの黙契は，組合の指導者が加わる労働委員会の「計画」にも，
使用者の合理化や賃金コスト削減の要求にも容易に崩れることはなかった。港湾と同じく
非公式ストの多い自動車工場でも，企業の経営権に対するショップ・スチュワードによる
根強い抵抗があった。そしてBMCやルーツの大企業には，この抵抗から，工場レベルで
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の労働負荷や単価に関する慣行が築かれていた。厳しい労働規律や労働負荷を実施してい
たフォード社の工場では，ラインのスピードや配転，冗員整理をめぐって，すでに大規模
なストライキが起っていた。ここにも作業集団の「社会」が定着しようとしていたのであ
る。では，以上のようなかたくなな抵抗の基盤は何だったのか。著者は，それをイギリス
の労働者に伝統的な“われら”と“やつら”という発想の中に， また現状維持的な生活
観計画的進歩への忌避，そして相互扶助と連帯意識の中に求めている。これらがイギリ
ス労働者の意識の底流にあったのだと。
1964年のこのような状況において， ウィルスンは所得政策を始めなければならなかっ
た。 65年の所得政策の特徴は，政策主体である「全国価格・所得委員会」 (PIB)に法的
強制力がなかったことである。そのうえ，製品価格引き上げ，引き下げの条件，貨幣所得
の年3~3.5彩という目標はつくられたが， 価格， 賃金とも「例外」規定が設けられ，更
に賃金に関しては団体交渉の参考にするに留まり，概して規制は弱いものであった。投資
の促進を図るため，配当などへの規制は強かったが，コストの上昇分を価格に転嫁するこ
とは例外として認められたから，賃金の上昇が価格にはね返る機構があった。そして賃金
はといえば，比較基準，最低賃金保証基準によって職場交渉から，地域，企業，産業へと
格差を是正する圧力によって絶えざる上昇傾向を生みだしていた。労働移動促進のための
労働力配分基準や生産性寄与基準も，労働組合によって「ぬけ穴」の多いものにされ，生
産性をあげるような賃金政策とならなかった。ボンド危機の一層の進展を「国民経済」の
うえから防がなければならないウィルスンは，こうして，次の一歩を賃金抑制のために踏
みだすのである。価格，サービス料，配当と賃金の引き上げ要求額を事前に届出させ， p
IBの報告まで差止めること， PIBに法的権限を付与すること， 1カ年の価格・賃金の
凍結などを含む「1966年価格・所得法」が議会を通過したのは，団体交渉を尊重してきた
労働党政府が，その「任意主義」から離脱したことを意味していた。そればかりか，政府
は賃金抑制の実効性を高めるため，最低賃金基準の波及阻止，労働力配分基準の厳格化，
そして何よりも比較に基づく賃上げを否認する意志を明らかにしていたのである。労働組
合の伝統的な職場慣行を維持しつつ， 「われらの政府」を支持するというマヌーバー的抵
抗は，その余地を狭められてしまった。抵抗はTUCによる事前届出制の賃金考査制への
置き換えーTUCの自主的な賃金抑制策ーという形で生じたが，それよりも66年の所得政
策の厳しさが，実際の賃金上昇率を押えることになった。この厳しい賃上げ抑制に対する
反撃は， 67年に入って国際収支が好転し，所得政策が緩められるとともに始められ，結果
は3~3.5彩の天井をはるかに越えてしまった。労働組合のマヌーバー的抵抗，比較に基
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づく賃金引き上げの波が復活したのである。そして頻発する非公式スト，殊に67年秋のロ
ンドンとの格差是正を求めるリヴァプール港のドックストには，政府もTUCの賃金考査
制もなすすべがなかった。政府への労働組合の不信が明らかになるのは，貨幣所得ののび
を3.5彩に設定し， 生産性基準を設け， PIBの法的権限を維持した68年法が，所得政策
をより長期的，包括的なものにする意図を表明した時である。 TUCの大会でも，労働党
大会でも，法的所得政策への反対決議が行われ，労使関係への政府の介入は労働組合全体
の反対を受けることになった。そして労働組合の所得政策に対する全面拒否が行われるの
は，生産性の範囲内に賃金を押えるために労使関係法の準備を進めた「紛争にかえて」を
ウィルスン政府が発表した1969年である。今まで最も厳しい規制を受けていた公共部門か
ら，比較に基づく賃上げ要求は，機械工や「同等」を要求する自動車労働者，港湾労働者
などの民r雌那門へ広まっていった。 69年から70年にかけた産業内行動の高まりは，こうし
て再び賃金と物価のスパイラルを生じさせ，労働党の所得政策を終息させることになった
のである。
労働党政府の所得政策は全体を通してみると，経済的目標 (66年から67年の時期を除け
ば）を達成することができなかった。著者は中間的な総括として，この原因をイギリス労
働組合の思想ーー自由な団体交渉の擁護，比較に基づく賃金要求原則，そして脈々と流れて
いる階級間の不平等是正という水平主義の思想—の中に求めている。ショップ・スチュ
ワードを中心とするイギリス労働者の「草の根」の発想が，イギリス防衛やデフレ回避や，
インフレからの弱者救済という「大所高所」論を結局は受け入れさせなかったのだ， と。
では，所得政策を失敗に至らせたイギリスの労働者たちの行動は，生産点ではいったい
どうなっていたのだろうか。稼得賃金の引き上げのかわりに，生産性の向上を認める協約，
「生産性協約」の実態の解明がその答である。先例は1960年に，装置産業であるエッソ石
油会社・フォーリ精油所で結ばれた協約にあった。著者によれば，その協約は3つの点で
画期的であった。まず第一に，団体交渉によって賃金増額と労働のありかたの変革が直接
結合されたことにおいて，第二に，労働のあり方を経営側が管理すること，そして第三に
旧来の職場ごと，作業集団ごとの交渉を工場単位にしたことにおいて。もちろん具体化の
過程では，時間の切りつめ，昇進，ジョプ・ローテーションをめぐって，会社の裁量権へ
の清掃工，製缶工，配管工などが抵抗を示した。だが，協約締結によって，ここでは総コ
ストの削減，労働生産性の範囲内に賃金を押えることができたのである。そして60年代前
半には，このエッソ石油会社の生産性協約がモデルとなって，すでに労使関係における経
営側の裁量権が確立した装置産業一石油，鉄鋼，航空会社，ゴムなどの大企業ーや国有化
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部門ーイギリス鉄道会社，郵便局，電力供給公社一に普及していった。協約の内容は，稼
得賃金や付加給付の増額とひき換えに，ラインのスピードアップや配転の融通性，新しい
交替制，時間研究や動作研究，職務給の導入などを認めたものであり，我国ではすでにな
じみ深いものである。労働者の従業員化が図られたのである。そして60年代後半に入って
この生産性協約は，団体交渉の中心へと浸透していった。所得政策の実効化のために，王立
委員会やPIBそして政府からの圧力もあった。例えばPIBは出来高給の採用には厳し
い作業標準の適用を，更に職務評価に基づく賃金格差の設定を勧告していた。賃金支払シ
ステムの厳格化が関心事だったのである。だが作業集団の労働慣行や職場交渉は，労働の
牧歌性となかまの労働者を平等に保障するという論理に基づいていたから，交渉の結果は
生産性向上への「制限慣行」とならざるをえなかった。装置工業のように生産性向上とひ
き換えに賃上げをすることは通じなかったのだ。にもかかわらず，生産性協約は，機械，
電気食品，飲料，タバコ，製紙，印刷，出版，運輸，通信，自動車，化学と広範にわた
って広まっていく。協約の内容が「まがいのもの」にされたからであった。著者が数量的
に明らかにしているところによれば，報酬面での特徴が稼得賃金の増額であったのに対し
て，達成面では，仕事量の増大と「作業方式の変更」が協約の特徴であった。協約は賃金
支払システムと労働量を主な中身としてしまったのである。労働のあり方は変化しなかっ
た。 60年代後半に普及した生産性協約は，結局，所得政策に対する労働組合のマヌーバー
的抵抗だったのであり，換言すれば労働者の「文化」の抵抗だったとする著者の見解は，
見事だという他ない。こうして「まがいの協約」はクラフツマンの職場以外の装置工業一
オーチス・エレベーター会社，イギリス原子エネルギー局，シェル・スター社建設部門一
や港湾，自動車などにも広まっていた。ロンドンのドッカーたちは，ェッソ・フォーリ型
の協約案を職場大会で否決し，使用者側は「継続ルール」などの買収のため，貨金の大幅
引上げを約束しなければならなかった。自動車ではルーツ社で標準作業量をめぐる争議の
結果，妥協が成立していた。そしてフォード社ヘイルウッド工場では，すでにみたように
経営側の労働のありかたへの裁量権に対して，ショップ・スチュワードたちの抵抗の末，
非公式な職場の慣行が形成されていたのだが， 67年の公式組合の認めた賃金等級制導入協
約に対しては，不熟練工たちの「同一労働同一賃金」要求が反乱型のストライキとなって
爆発していた。
以上の「まがいの協約」の普及に対して「できるところでは，労働の慣行や方法の主要
な変更が協約に銘記されるべき」とする69年末の政府の見解は，ついに労働者の「文化」
の変革こそ，所得政策実現の根幹であることを表わしたものであった。しかし協約の締結
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は69年から70年にかけての賃上げストの中で退潮していくのである。ここでも， 「文化」
の変革を拒ませたものは作業集団の社会であり，さらには労働者管理の思想であった。そ
して後者こそは，戦後のTUCや公式組合の「共同協議」が，ウィルソン政権下でその欺
まん性を明らかにした段階で，ショップ・スチュワードを担い手として進められてきた労
働慣行と職場交渉の範囲の拡大＿著者の言葉では「蚕食」＿の経験が生みだした思想
であった。イギリスの労働者は「文化」の防衛から「蚕食」を選択し始めたのだ。
以上の事態に対して，政府もそして世論もイギリスの労使関係制度の枠組が変更される
べきだという見解に固まりつつあった。 68年のドノバン・レボートは，労使関係の現状を
「極端な分権化傾向，不決断とアナーキィに堕する自治性，非能率を育てる傾向，変化に
対する忌避」 (185頁）として描いていた。そして改革の方向として，事業所別，企業別団
体交渉の公式化を求めたのである。労働党の改革案『紛争にかえて』は，労使関係委員会
の設置，使用者の協約登録義務，使用者による組合加入妨害の非合法化，不当解雇からの
法的保護，そして企業，工場レベルでの団体交渉制度の確立などでレボートにそったもの
であった。しかし非手続きストの規制，団交制度確立への強力な方向づけという点では，
レボートの提案した「任意主義」をはるかにふみだして，保守党の「フェアディール」＿
使用者側の組合否認，不当解雇の非合法化に相当する，認可組合としての役割にふさわし
い行動を組合も要求される一＿の線に接近していた。権力行使が必要とされたのである。
実際，『紛争にかえて」は，所得政策の実施を図るために，苦難に満ちた4年間を経験した
ウィルソン内閣の，ようやくたどりついた結論であった。政府と労働組合の間の緊張は高
まらざるをえない運命にあったのである。そして労働党の労使関係法を挫折させる引金は
フォード社の「罰則条項」をめぐる争議であった。 68年秋に公式組合NJNCと結ばれた
協約は，旧来の生産性協約に加えて，手続きルールに違反した争議行為に罰則条項ーレイ
オフ時の収入保障と休日ボーナスの引き上げ分の受給資格を6カ月停止するーが含まれて
いたのである。ヘイルウッド工場のストライキは止まなかった。裁判闘争や政府の仲介が
行われ，結局， 「罰則条項」の大幅緩和で妥結が成立した。そのうえ，公式組合は改組さ
れて，職湯の交渉力が反映されるような交渉機関が形成されたのである。こうして労使関
係法がイギリスの労働者には決して受入れられないことが明らかになった。そして労働党
は，労使関係法への志向を， TUCのストライキ自主規制案ーー「行動綱領」（個組合別ヘ
のTUCの権限強化）一ーで代行させたのである。国家の法的介入への拒否はこのことに
よって貫ぬかれたのであった。自主規制は，賃金考査制と同様に一定の成果を達成したけ
れども， 69年末からのストライキの波を，TUCが競争組合の間に入って調停し，ショップ
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・スチュワードたちの運動にも介入して抑制することは無理であった。ウィルスン政権は
こうして終結を余儀なくされたのである。その後， ヒース政権下で労使関係法が，そして
再帰したウィルスン政権の下で今度は「社会契約」が達成されるけれども，それらの流れ
を規制する基礎は60年代に築かれたもはや動かしがたい「計画」に対する「自治」の主張
なのだ，と著者は結んでいる。
さて，著者の意図は単にイギリスの政府と労働組合に焦点をあてることではない。最後
のふたつ章は，この研究と著者の思考の総まとめともみられる「計画」対「自治」のありよう
への模索がなされたものである。一般的に言えることとして，著者はまず「市場の失敗」
→干渉の連鎖→計画の必然性を述べる。 60年代以降市場の飽和を基礎にしてスタグフレー
ションが生じたこと，寡占や労働組合が価格と賃金を下方硬直的にしたこと，従って政治
的民主主義に支えられた平等をたてまえとする政府が，弱者救済のためついには価格・所
得政策を展開せざるをえないことなどが手ぎわよくまとめられ，この「計画」には集団の
「自治」が対立せざるをえないと一般的に押えられている。集団はすぐれて利益集団であ
るばかりでなく，その内部に「文化」をっちかう「社会」でもある。したがって国家の計
画的介入に対して，集団は経済的にも，また「文化」をめぐっても対立せざるをえないの
だと。その典型である労働組合こそは，下位集団ほど「文化」集団であり，上位集団ほど
利益集団なのである。そしてこのような一般性は，計画志向をもち，非社会主義化，テク
ノクラート化した労働党とイギリスの労働組合に投映されている。労働党は労働組合と金
融筋の二つの投資阻害因を排し，進歩的企業化を代弁しようとしたのであった。だが，平
等をたてまえとし，協議を尊重することによって，テクノクラートに徹しきれなかったの
である。他方， 労働組合は“やつら”に対して，“われら”の文化を根づかせていた。自
立思想，連帯の黙契，変化への疑い，大所高所論への不信，政治の軽視などで特徴づけら
れるイギリスの労働組合は，ウィルスン政府の政治的平等，国民経済の維持•発展という
要求に，初めはマヌーバー的に，後には公然と抵抗せざるをえなかったのである。では，
以上の一般と特殊性をふまえた展望は何なのか。労働組合の「草の根」の組織に自らの思
想の原点を設定する著者は， 「計画」による犠牲の転嫁を拒む「永久的組合主義」に共感
をよせながらも，その保守性からの脱皮の方向を模索している。それは，下層階級，未組
織労働者に労働組合の「社会」を解放していくこと，他方では「やつら」の領域に対して労働
者管理を上向的に拡大していくこと，ふえんすれば，著者の旧来からの主張である「製品
市場外在的組合主義」と「蚕食的組合主義」の方向を拡大していくことである。そしてこ
のような組合機能の内在的発展からのみ，計画への妥協の場も可能性も与えられることだ
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ろうし，社会主義が労働者にとってもつ希望の光がでてくるのだ，と著者は結んでいる。
??
著者の流麗な文章に吸い込まれるようにして読んだこの書を，以上のようにまとめたこ
とを悔やまないわけではない。今はただ，読後感のすがすがしさだけを伝えておくことに
しよう。
実際，イギリスの現状については断片的知識しかもちあわせていない筆者は，この書物
によって教えられることが多かった。特に6章から 8章にかけての生産性協約の実態につ
いての分析と論理は素晴らしく，また極めて教訓に富むものである。そのような訳で，筆
者には分析そのものを批評することはできないが，ただ気付いた点をふたつだけ，ひとつ
は不満として，もうひとつは願望として述べておくことにしよう。まず第1には，港湾労働
者の扱いについてである。周知のように，イギリスの港湾労働者には外国人労働者の占め
る割合が多い。ロンドンなどはその数が益々増大していたと聞く。その点，著者の視野か
ら彼らの位置付けが抜けているのはどうしてだろうか。統計上把えにくいということもあ
るかもしれないが，筆者にはどうも港湾の労働者のばあい，労働の牧歌性，労働者の黙契
等々の表現だけでは言い尽せない問題が古くからあったし，今もあるのではないかという
気がしてならない。ロンドン港の生産性協約が結局，大幅賃上げと引き換えに受け入れら
れたのは，上の事情が絡んでいたのではないかと思われる。そして第二には， 『労働者管
理の草の根』以来， 「黙契」， 「社会」，「文化」という言葉を労働組合論の中に使ってきて
いるのであるが，そしてそれは筆者には極めて親近感を憶えさせてくれるのであるが，そ
のことによって，具体的な政策との接点をもっている「製品市場外在的」，「蚕食的」とい
う組合論とがまだ論理的に整合されていないのではないかと思われる。例えば，労働者の
「文化」にっちかわれた「社会」は，その下層への開放，また蚕食による上向化によって，解
体，あるいは変化を余儀なくされるのではないだろうか。ある社会が異質の社会と接触し
た時のように。そうでないとしたら，何が労働者の「社会」を拡大していく支えとなるの
だろうか。だが，この設問はいかにも難かしい。一方では，われわれがみたように作業集
団の思想と行動は， 「社会」が根づいているからだ， としか表現のしようのないものであ
ったし，他方ではそれが抽象語であるがゆえに，具体的にその内容を示すことが困難だか
らである。恐らく，解答のためには集団間の相互作用論のような領城が待ち受けているの
ではないだろうか。いずれにせよ，現代と末来を常に模索してきた著者とともに，この点
はわれわれに課せられた課題であることを銘記して，この拙ない書評を終えることにしよ
う。 1977.3.14 (日本評論社，昭和52年1月刊， AS判， 259+Vlll2,800円）
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